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誓　約　書　兼　同　意　書
令和　　年　　月　　日
長野市長　　　　　宛
　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先（電話）

法人又は団体にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名　
私は、長野市インバウンド等対応店舗緊急支援事業補助金の交付申請に当たり、長野市インバウンド等対応店舗緊急支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定める制度の趣旨を理解し、申請要領及び別表の申請に当たっての確認項目を全て確認した上で申請を行い、下記の事項を遵守することを誓約します。
併せて、市税の納付状況を確認することに同意します。

　なお、下記の事項その他要綱等の規定及び法令等の規定を遵守しなかった場合、偽りその他不正な手段により本補助金の交付を受けた場合その他市長が適当でないと認める場合において、本補助金の交付決定を取り消され、本補助金が交付されず、又は交付された補助金を返還することについて、異議は申し立てません。　
記

１　申請のため提出した書類の記載事項は、事実に相違ありません。
２　私及び交付対象事業に係る対象店舗の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）、暴力団関係者（長野市暴力団排除条例（平成26年長野市条例第40号）第６条第１項に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）等でありません。
３　交付対象事業に係る対象店舗の経営に必要な法令等で定める許可、認可等を取得しています。
４　交付対象事業に係る対象店舗は、不特定多数の者等が、自由に出入り又は予約により利用ができます。
５　交付対象事業に係る対象店舗は、露店その他の一時的なものでありません。

（裏面へ）
（裏）
６　交付対象事業に係る対象店舗の経営又は運営に暴力団員、暴力団関係者等は参画していません。
７　交付対象事業に係る対象店舗は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第 122号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る同条第13項に規定する接客業務受託営業を行うものでありません。
８　交付対象事業に係る対象店舗が販売等を行う物品等又は提供する役務は、政治的なもの又は公序良俗に反するものでありません。
９　本補助金の対象経費として申請する経費は、国、県、市その他の団体から補助金、助成金、支援金等の交付を受ける経費として既に申請し、又は交付を受けているものではありません。
　

10　その他、補助金の交付の条件を遵守します。　　　　
　　　　　
＜別表＞

	申請に当たっての確認項目
	確認欄
（チェックしてください。）

	補助対象の対象店舗は、補助事業の完了した日からおおむね１年以上、当該対象店舗として活用（営業）します。
	□

	補助事業について、建築基準法（昭和25年法律第 201号）、消防法（昭和23年法律第 186号）その他の法令等の規定を遵守します。
	□

	補助事業の完了した日から１年を経過したときは、市長が別に定める様式により外国人旅行者等の受入れに係る取組状況（集客、売上げの状況等）を報告します。
	□

	市長から報告を求められた場合には、補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間は、補助事業に係る資料等の提出及び報告をします。
	□

	補助事業に係る収支を記載した帳簿を設けるとともに、その証拠となる書類を整備し、補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間保管します。
	□

	補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、善良な管理者の注意をもって管理し、効率的な運用を図ります。
	□

	本補助金の対象経費として申請する経費は、全て補助金の交付決定後に実施する事業に係る経費です。
	□

	令和８年２月27日（金）までに補助事業を完了し、実績報告を行います。
また、補助事業が完了した場合は、速やかに実績報告を行います。
	□


